









On the role of approved SME support agencies as a policy 




































































































































































































第 9章 終わりに 
 認定支援機関制度は、再び国が中心となって実施する中小企業政策に基づいた各種支援
事業の一環として開始された。その成果については今回の調査で明らかになったように、
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当初の目的とした高度な支援が必ずしも実施されていないのが現状であるが、民間による
支援を政策に組み込んだことの意義は大きい。 
また、中小企業を支援するにあたっては国中心になった支援よりも、地域が主体になっ
た政策の立案の方が、それぞれの地域の特徴・課題を踏まえた政策を立案することが可能
となり、その実効性も高まることとなる。 
この、民間による支援と地域主体による政策の立案が今後の中小企業政策に重要である
と考えられる。つまり、地域主体による政策の立案や支援の実施において認定支援機関制
度(民間による支援)を組み込むことを提言する。この結果、先行研究で指摘された、地方自
治体による政策立案を補完する効果が見込まれ、基礎自治体による限界を補うことができ
るのである。 
中小企業は地方経済を支える重要な存在であり、中小企業の活躍は日本経済の成長・発
展に重要な要素である。つまり、中小企業政策は日本経済全体を成長発展させるため、地
方経済が活力を得るために重要な政策であろう。このため、地方それぞれが特徴をもった
活躍が必要であるわけで、政策も地域ごとにカスタマイズして実施することが求められて
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
